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１．はじめに ： なぜ、今、この対策が必要なのか （ 背景と現状 ） 

 

現在、私たちの生活はリチウムイオン電池（以下「LIB」）によって支えられています。 

かつての家電製品だけでなく、ハンディファン、ワイヤレスイヤホン、加熱式タバコ、玩具など、多種

多様な日用品に LIB が搭載されるようになりました 。 

しかし、この急速な社会変化に対し、現行の回収制度や法令は追いついていません。 

 

■ 制度の乖離と形骸化 

政府によるメーカー回収・義務化の検討も報じられていますが、海外製品や E コマース経由の

製品が市場に溢れる現状では、国内メーカーを前提とした既存スキームの機能不全は明らかで

す。既存スキームから漏れる製品の混入や、既普及品の廃棄実態を鑑みれば、自治体の処理現

場が負う負担は依然として過大です。 

■ 自治体財政への予見不能な打撃 

不適正排出に起因するごみ収集車や処理施設での火災は全国的に頻発しています。 

一度大規模火災が発生すれば、施設の復旧に数億円規模を要するだけでなく、施設停止に伴

う他自治体への処理委託費用や、火災保険料の高騰を招き、自治体財政に予見不能かつ甚大な

打撃を与える重大なリスクを常に抱えています。 

■ 現場努力の限界と持続可能性 

現在、本市を含む尾張東部衛生組合の処理現場では、職員による「手厚い前処理（手選別）」

及び「発火事案後の徹底した原因調査」により、辛うじて大規模火災を防いでいます。 

しかし、限られた予算と人員の中、精神的・肉体的負担は既に限界に達しており、現場の努力の

みに依存し続ける体制は持続不能な段階に達しています。 

 

以上のことから、市民の安全と市の財源を守るため、今こそ抜本的な対策を講じる必要があります。 

 

 

２．都市環境委員会での所管事務調査の経緯 

 

本委員会では、実効性のある政策立案を目指し、計 4 回にわたる委員会および非公式検討会等

での段階的な検討を重ね、実態把握に努めてまいりました。 

１．テーマ選定 （2025 年 9 月議会・公式委員会） 

深刻化する発火事故を受け、当委員会の重点調査テーマとして決定 

２．課題整理 （2025 年 11 月 11 日・検討会）: 

現行制度の不足・日用品への LIB 浸透状況・市民の排出状況・回収方法等、課題精査 

３．活動の方向性策定 （2025 年 12 月 11 日・検討会）: 

「国・市・処理施設」の 3 方向からのアプローチを決定 

４．意見交換会の実施 （2026 年 1 月 14 日・検討会）:  

市環境課・晴丘センター職員との直接対話。手厚い手選別で未然防止の実態を把握 
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３．アプローチ 

 

 ① 国への意見書 （本議会にて採択・提出 2026 年 3 月定例会 ） 

発生源対策として「法的・財政的支援」を含めた法整備を求め、衆参両院議長、内閣総理大

臣、経済産業大臣、環境大臣へ以下の 5 項目を要望しました。 

１． 欧州電池規則を参考とした「製造者への安全表示義務化」の法整備 

２． 自治体の火災復旧費や検知システム導入に対する「財政的支援制度」の創設 

３． 「発火性危険物」としての周知啓発の全国展開 

４． メーカー・流通・リサイクル事業者一体の広域回収ネットワーク構築と責任明確化 

５． 省庁横断的なガイドライン策定と協議の場設置 

  

※連携について 

市や組合議会、組合構成市およびその市議会等とも連携し、同様の意見書を提出いただける

と更に力強い後押しとなりますので、理解と協力をお願いして参ります。 

 

 ② 市への提言（別掲） 

排出回収ゴミへの LIB 混入による火災を予防するためには、抜本的な「認知」と「仕組み」の

刷新が必要と判断し、市民の排出行動の変容「分別の徹底」のための市の支援について、「４本

の柱」を提言します。 

 

 ③ 処理場での事故抑止対策支援 （尾張東部衛生組合・晴丘センターへの対応） 

    当市も参画する広域連携施設においては、以下の検討・支援、協議を期待します。 

 

１． 現場負担の軽減 

現在の「手選別」を維持・強化するための適切な予算（人件費）と人員の確保 

２． 先進技術の導入 

「混入を前提」とした、AI や X 線による自動検知システムの導入検討 

３． 全点検体制の検討 

A : 処理場または、B : 回収時（瀬戸市の全点検体制等の先行事例を参考）いずれかによ

る手法も含め、回収量が比較的少量である「不燃ごみ混入」への全点検体制の検討
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政策提言 

「危険ゴミを認知」し、「分別を徹底する」という市民の排出行動の変容を支援するための市の取り

組みについて、以下、「4 本の柱」を提言します。 

 

１．認知改革：分別の「アップデート」 

■ 目的 

現状の多くは「不燃ごみ」への混入であるため、現状の混乱解消のため「危険ゴミ」としての

再定義と「可燃・資源・不燃」の 3 分類に「危険」ごみを加えた 4 分別への意識のアップデー

トをサポートする 

■ 方策 

   ❶発火性危険ごみの認知強化 

過去において、スプレー缶・カセットボンベ の分別回収を実施したことにより処理場での爆

発事故が低減した成功事例に倣い、市民の意識を「不燃物」から「発火リスクのある危険物」

へ上書きする広報を強化 

    

２．指標設置：実態の見える化とデータ経営  

■ 目的 

現実的で効果的な施策を見定めるため、現状を把握し、目標を見える化していく 

■ 方策 

   ❶不燃ごみへの混入状況調査 

不燃ごみの中への LIB 製品混入率（組成調査）を調査し、現状を数値化・モニタリングする 

❷市民の理解度や意識調査 

市民へのアンケートを実施し、現在のルールが「なぜ分かりにくいのか」を定量的・定性的に

把握する 

 

３．回収ルートの再設計：分かりやすさの追求  

■ 目的 

現状の、電池単体と内蔵製品で異なる現行ルートの「分かりにくさ」を解消し、利便性と安全

性を両立した排出方法を検証する 

参考＞現行ルートの「分かりにくさ」につながる 3 ルート 

①電池単体・モバイルバッテリー・加熱式たばこ等は集積所回収も可能 

②電池一体型・内臓製品は小型家電回収拠点でも排出可能 

③②の内、回収ボックスに入らない製品はリサイクルセンターくるくるにて回収 

■ 方策 

❶指定ごみ袋の導入 

市民が迷わず排出でき、意識改革に直結するイラスト付き「危険ごみ」指定ごみ袋の導入 

（※タイムリーな蛍光管回収の同指定袋での回収統合も視野に） 

❷収集体制の変更検討 

特定回収日の設定や回収量が比較的少量である「不燃ごみ混入」への全点検体制の検討

（他市の事例を参考とした「不燃ごみ全点検体制」） 
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❸排出方法の簡素化検証（「迷ったらここ」） 

LIB 内蔵型小型家電も含めた受け入れ口の統合など、排出方法の簡素化を検証 

 

 

【参考：春日井市の指定ごみ袋】 

 

 

【参考：瀬戸市の発火性危険物回収】 

 

４．相談動線強化：迷う層を取りこぼさない  

■ 目的 

複雑化する排出方法や分別方法に迷う層の方々を確実にサポートする相談体制を整備 

■ 方策 

❶Web 検索機能の改善や、AI チャットボット等の活用により、廃棄方法を即座に確認できる

体制を検討 

❷「リサイクル広場」等、迷った際の駆け込み窓口への誘導を強化。「迷ったらここ」 

❸発信時には、「TEL・WEB 検索 QR コード・リサイクル広場持込 OK」セットで掲出 

 

おわりに 

 

本提言は、単なるごみの分別の話ではありません。 

市民の安全を守り、貴重な市税を「防げるはずの事故」の復旧に費やさないための、 

市の持続可能性に関わる重要施策です。 

市当局の前向きかつ迅速な対応を心から期待いたします。よろしくお願いいたします。 
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